
市町村立学校の教育活動の再開等に関するガイドライン（小・中学校） 

概 要 

 

趣旨                                           
□学校の教育活動の再開に向け、必要な配慮や工夫、留意事項等を取りまとめた指針 
□ガイドラインを参考に、市町村教委・各学校が、それぞれの地域の実情等に応じた取組を実施 
 

主な内容                                         
 

１ 学校の教育活動の再開に関する基本的な考え方       ガイドライン P.2 

 □社会全体が長期にわたり新型コロナウイルスとともに生きていかなければならないという認識の

下、次世代を担う子どもたちの健康には、より慎重に対応することが必要である。 

□学校の教育活動の再開は、ガイダンスなどの準備期間、分散登校、時差通学・短縮授業など段階的

に行っていく。（※下表参照） 

□感染防止に万全の措置を講じる。 

□主体的に学習に取り組むことができるよう指導・支援する。 

□心身の状況把握と心のケアに努める。 

□｢新しい生活様式｣を踏まえ、教育活動と感染症対策の両立に向けた工夫、配慮が必要である。 

□保護者や教職員の生活圏を考慮すれば、小・中学校再開の時期について、全県で緊急事態宣言の解

除後としていくことが必要である。 

□ただし、段階的再開の期間や方法等は、各市町村教育委員会及び各学校が、地域の感染状況や学校

規模等を踏まえ、地域の実情に応じて適切に設定することが重要である。 

※市町村立小・中学校における段階的な再開の流れ（参考例） 

段階 期間 小学校 中学校 

分散 

登校Ⅰ 

３日間程度 ・１教室20名程度 

・児童は３日に１回登校 

・１教室20名程度 

・生徒は３日に１回登校 

分散 

登校Ⅱ 

３週間程度 ・１教室20名程度 

・児童は２日に１回登校 

・１教室20名程度 

・３年生は毎日、１，２年生は２日に１

回登校 

・午前午後に半数ずつ 

短縮 

授業Ⅰ 

４週間程度 ・１教室40名以内 

・全児童が毎日登校（30分×５） 

・給食開始 

・１教室40名以内 

・全生徒が毎日登校（40分×５） 

・給食開始 

短縮 

授業Ⅱ 

４週間程度 ・１教室40名以内 

・全児童が毎日登校（40分×５） 

・給食あり 

・１教室40名以内 

・全生徒が毎日登校（40分×６） 

・給食あり 

 

２ 段階的再開に向けた準備・計画              ガイドライン P.3 

 □市町村教委や学校では、「保健管理等に関する準備」や「分散登校・短縮授業の計画づくり」等を

進め、取組方針や授業予定などを保護者等に周知し、その理解・協力を求めること 

保健管理等に関する準備 ➤施設環境の確認・整備例 ➤衛生用品等の確認・調達例  

➤感染症発生時の対応例  

分散登校・短縮授業の立案 ➤教室の座席配置モデル ➤分散の仕方例 ➤日課の設定例  

➤段階的再開モデル  

家庭・地域等との連携 ➤取組方針や授業予定等の周知  

➤分散登校中、登校しない日の「居場所」確保  

 

３ 段階的再開期間における取組              ガイドライン P.14 

 □学校では、感染症対策に万全を期すとともに、児童・生徒に対し、新型コロナウイルス感染防止に

ついて、十分な時間をかけ具体的に指導を行うこと 

□通常登校に移行した後も、学校における「新たな生活様式」として定着させる必要も想定し、対策



や指導について、不断の見直し・改善を図ること 

感染症対策 ➤基本的な感染症対策の考え方と対応例 ➤学校での活動場面別の対応・指導例 

感染防止のための指導 ➤感染防止指導の考え方 ➤具体的な指導事例 

 

４ 段階的再開から通常登校への移行             ガイドライン P.24 

 □市町村教委や学校では、慎重に通常登校に移行していくとともに、移行した後も、引き続き感染防

止策を徹底したうえで、計画的な教育活動を推進していくことが必要 

□学校全体で見直し、変更した指導計画に基づき、年間の学習指導を適切に進めること 

通年でのカリキュラム・マネジメント ➤令和２年度指導計画の見直し例  

➤県立学校における令和２年度長期休業等の活用予定 

学習指導と評価 ➤年間の学習指導・評価の進め方例 

➤当初予定していた内容の指導を本年度中に終えることが困難な場合の対応  

➤補充的な学習指導･支援  

学校行事等 ➤実施計画の見直し・検討の考え方 ➤検討・判断基準等の例 

□県教委作成「新型コロナウイルス感染症対策のための臨時休業に伴う学習等に関する指導資料（令

和２年５月）」を参照のこと 

 

５ 特に配慮すべき学年への対応               ガイドライン P.31 

 □小１、小６、中３について指導上の工夫・配慮事項を記載  □他学年にも参考とすること 

小学校第１学年 ➤合科的・関連的な指導や弾力的な時間設定など工夫したスタートカリキュラ

ムの実施が大切 ➤スタートカリキュラムの具体例 

小学校第６学年 ➤学習指導、児童指導の効果を高めるための指導体制の構築が重要 

中学校第３学年 ➤進路の不安や、行事等が減ることでの意欲低下を踏まえ、一人ひとりの心情に

寄り添い、その思いや意見を丁寧に受け止めることなどが重要 

＊ガイドライン別冊版として中３の教科別年間指導計画の見直しモデルを後日、別途送付予定 

＊今後、神奈川県公立高等学校の入学者選抜に変更がある場合は、市町村教委を通して中学校へ知ら

せるとともに、県教委ホームページに掲載 

 

６ 部活動                         ガイドライン P.37 

 □部活動については、感染防止の観点から、活動の再開を慎重に判断すること 

□児童・生徒の健康状態等を考慮し、段階的に部活動を再開させること 

□分散登校の実施期間は、その趣旨に鑑み、部活動を実施しないこと 

＊部活動の留意事項等は後日、別途提示 

 

７ 児童・生徒指導、教育相談等               ガイドライン P.38 

 □再開後の早い段階で教育相談週間を設定するなど、児童・生徒一人ひとりの状況把握に努めること 

児童・生徒の心のケア ➤ＳＣやＳＳＷとともに必要な支援 ➤相談窓口を改めて周知 

いじめ、偏見、差別等の防止 ➤新型コロナに関係したいじめ、偏見等の防止 ➤組織的な対応 

児童・生徒を取り巻く環境の変化に起因する問題行動、不登校等への対応 

➤虐待を発見しやすい立場にあることを自覚したうえで、異変や違和感を見逃さず、市町村の担当

課や児童相談所への速やかな通告や情報提供 

➤不登校の児童・生徒に対し、教育相談コーディネーターを中心にＳＣやＳＳＷ、教育支援センタ

ーや医療・福祉関係機関、フリースクール等と連携した支援 ➤ＩＣＴを活用した学習支援 

障がいのある児童・生徒等への支援 

➤臨時休業に伴う個別の指導計画等の精査や見直し ➤児童･生徒や保護者とのきめ細かな相談 

外国につながりのある児童・生徒への支援 

➤多言語での情報提供に配慮 ➤就学状況の把握、学校への円滑な受入れについて一層の配慮 

新型コロナウイルス感染症に伴う就学援助の取扱い等 

➤申請期間の延長などの柔軟な対応 ➤就学援助制度等について保護者へ周知徹底 

 


